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研究要旨

【背景と目的】 帯状疱疹は、水痘・帯状疱疹ウイルスの再活性化により生じ、帯状疱疹後神経痛

（PHN）は、長期にわたり痛みを伴うことがある。本研究は、成人の帯状疱疹の発症予防および重症

化予防のためのワクチン接種について２つの研究を行った。研究目的は、1）個人を対象とした接

種選好および、2）自治体を対象とした独自の助成金制度を明らかにすることである。 【方法】 1）
50歳から79歳までの人を対象にウェブ調査を実施した。2）56の自治体に対して郵送による横断調

査を行った。 【結果】 1）支払い意思額として接種対象者の選好をまとめたところ、接種の意思決定

に際し、帯状疱疹の発症予防効果および PHN 予防効果、接種の回数を重視し、副反応の頻度や効果

が持続する期間は比較的軽視していることが示唆される結果となった。2）生ワクチンと不活化ワク

チンどちらも対象としているのは、49の自治体中 ( 有効回答 )、39自治体（2022年度）であった。

助成金額を示している自治体においては、接種 1 回あたりの金額（範囲）は、生ワクチンは2000円
から10000円、不活化ワクチンは3000円から15000円であった。【考察】 個人の接種選好はワクチン

の特徴によって異なる可能性が示された。また、接種に際して助成金制度を設けている自治体にお

いて、助成のもと接種した人は限定的であることが推測された。

A.	 研究目的

水痘・帯状疱疹ウイルス (VZV) は、水痘に感染

した後も知覚神経節に潜伏感染し、再活性化により

帯状疱疹を生じる。帯状疱疹後に生じる帯状疱疹後

神経痛 (PHN) は、長期にわたり痛みを伴うことが

あり著しく生活の質を損ねる。

現在わが国では、成人の帯状疱疹の発症予防およ

び重症化予防のため、50歳以上の者は帯状疱疹ワ

クチンが使用可能である。帯状疱疹ワクチンは予防

接種法上の定期接種には該当しないため、接種は個

人の判断に委ねられている。さらに接種可能な帯状

疱疹ワクチンは、乾燥弱毒生水痘ワクチン「ビケン
®」（以下生ワクチン）と帯状疱疹ワクチン「シング

リックス®」筋注用（以下不活化ワクチン）の 2 種

類があり、どちらのワクチンを接種するかは個人の

判断に委ねられている。

一方、自治体によっては、接種者の費用軽減のた

めに独自の助成制度を設けている。しかし、帯状疱

疹ワクチンは任意接種であるため、全国的な助成実

施状況は随時把握されていない。

上記の背景のもと、次の 2 つの研究を行った。

研究 1)	�個人を対象に、帯状疱疹の発症予防および

重症化予防のためのワクチン接種に際して、

接種選好（preference）を明らかにする

研究 2)	�自治体を対象に、独自に実施している帯状

疱疹ワクチン接種助成制度の実態を明らか

にする

B.	 研究方法

研究1)　
調査は、2023年 3 月インターネット調査会社に

モニターとして登録している50歳から79歳までの

個人を対象に、調査会社のウェブサイトを介した横

断調査を実施した。調査内容は、回答者の属性に関

する設問、帯状疱疹罹患に関する設問、仮想評価法

（離散選択実験）とした。仮想評価法は、仮想上の

市場において選択実験を行うことにより対象者の選

好を明らかにする方法である。

ウェブ画面上で被調査者に帯状疱疹とワクチンに

ついて説明をした後、異なる特徴を記した 2 つの
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架空の帯状疱疹ワクチンと「接種しない」の画面を

示し、被調査者は 3 つの選択肢から 1 つを選択す

る形式とした。なおワクチンの特徴は、帯状疱疹の

発症を予防する効果（3 水準）、PHN 予防効果（3
水準）、持続期間（2 水準）、接種回数（2 水準）、

接種後の副反応の確率（2 水準）、接種費用（3 水準）

を直行表により組み合わせたものから示した。

1 人につき、ワクチンの特徴が異なる画面を 6 回

表示した。仮想評価法の結果から Conditional logit 
model を用いて支払い意思額を推計した。

研究2)　
2023年 6 月、帯状疱疹ワクチン助成に関する公

開情報をもとに、56の自治体に対して郵送による

横断調査を行った。調査内容は2022年度における

助成制度の詳細、対象ワクチン、対象年齢、助成金

額（または自己負担額）、助成開始時期、助成回数、

助成実績（2022年度の助成数）、助成方法および市

民や医療従事者等への広報の方法、とした。

（倫理面への配慮）

調査は筑波大学の倫理審査を経て実施した。（医

1837, 医1856-1）

C.	 研究結果

研究1)　
1914人から回答を得た。うち女性は930人（51％）

であった。また、平均年齢は63.8歳であった。回

答者の属性および帯状疱疹とワクチンの知識は表 1、
2 の通りである。

仮想評価法の結果

選択画面において「接種しない」を選択した回答

の割合は48.5％であった。1914名のうち仮想評価

法 6 回すべて「接種しない」を選択した人の割合

は37.0％であった。

Conditional logit model の推計結果では、接種

する・しないの選択に対して接種費用は有意であっ

た。他のワクチンの特徴も同様に有意であった。モ

デル化により推計された支払い意思額は表 3 の通

りである。帯状疱疹の発症を予防する効果および

PHN 予防効果、持続期間は正の符号を示し、接種

回数、接種後の副反応は負の符号による支払い意思

額を示した。

研究2)
56の自治体のうち50の自治体から返信を得た（回

収率89％）。50の自治体のうち 1 自治体は2022年
度助成未実施であったため除外し、有効回答は49
とした。

各自治体の助成状況は、49自治体中、生ワクチ

ンのみの自治体は 6、不活化ワクチンのみの自治体

は 4、生ワクチンと不活化ワクチンどちらも対象と

しているのは39自治体であった（表 4）。年度別の

助成金導入時期は図 1 の通りである。

接種 1 回あたりの助成金額（範囲）は、生ワク

チンは2000円から10000円、不活化ワクチンは

3000円から15000円であった（助成金額を示して

いる自治体に限る）。

自治体によっては助成金額の設定がなく、自己負

担額の回答であったため、1 回接種費用を、生ワク

チンは8000円、不活化ワクチンは25000円と仮定

し助成金額の総額を推定した。また、不活化ワクチ

ンで複数回助成がある場合は加算し、分布を示した

（図 2）。
2022年 1 月時点の年齢階級別人口をもとに自治

体別に対象人口を推計し、対象人口に対する助成数

を算出した。助成対象人口の推計は2,110,012人で

あり、対象人口に対する助成数は100人に対して2.1
であった。自治体別に見ると、生ワクチン、不活化

ワクチンを合計した場合、100人対の平均値は3.0、
中央値1.7、範囲0.1－23.2、生ワクチンは平均値

1.7、中央値0.6、範囲0.1－23.2、不活化ワクチン

は平均値1.6、中央値0.7、範囲 0 －15.3（いずれも

人口100人対）であった。なお、不活化ワクチンは

1 回目の接種者数を集計した。（図 3）
自治体による助成および広報の方法の集計結果に

ついては、表 5 の通りである。

D.	 考察

研究1）
50歳以上を対象とした仮想評価法の結果から、

帯状疱疹ワクチン接種は「接種しない」ことを選択

する層がある一定程度存在することが推測された。

一方、ワクチンの条件次第では接種を選択する人も

また一定数いることが推測された。

支払い意思額として接種対象者の選好をまとめた

ところ、接種の意思決定に際し、帯状疱疹の発症予

防効果および PHN 予防効果や接種の回数を重視し、

副反応の頻度や効果が持続する期間は比較的軽視し
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ていることが示唆された。本研究結果は、帯状疱疹

予防に関する新規ワクチンの開発、ワクチン接種補

助金の設定、補助額増額による接種者増加の予測等

に有用である。

研究2）
2022年度の帯状疱疹ワクチンの助成実態による

ワクチン接種者は対象人口比でみると低値に留まる。

また、助成金導入をしている自治体においても、接

種助成者の人口比には差があることが明らかになっ

た。自治体によって助成金額には差が見られたとと

もに、助成制度の広報の方法についても異なってい

ることが示された。個別通知を実施している自治体

は少なく、対象者は、自治体のホームページ等を通

じて能動的に情報を得る場合と医療従事者を介して

情報を得る機会があると推測された。

E.	 結論

帯状疱疹の予防に対してわが国において接種でき

るワクチンは 2 種類あり、接種は個人の選択に委

ねられている。接種対象者はこれらのワクチン接種

に一定の価値を見いだしており、接種の意思決定は、

PHN 予防効果および帯状疱疹の発症を予防する効

果の価値等と接種費用に依っていることが示された。

また、接種に際して助成金制度を設けている自治体

においても助成金額には差があることが示された。

また、助成を受けて接種している人は限定的である

ことが示された。

表 1 回答者の属性 (N＝1914) 
  N ％ 
帯状疱疹罹患歴 (あり)  401 21.0 
帯状疱疹ワクチン接種歴 (あり)  60 3.1 
「帯状疱疹ワクチン」接種費用の助成制度 ある  77 4.0 

 ない  164 8.6 
 わからない  1673 87.4 

過去 2 年間の季節性インフルエンザワクチン接種 
 接種した  968 50.6 

 接種しなかった  908 47.4 
 わからない  38 2.0 

肺炎球菌ワクチンの接種歴   
 接種した  514 26.9 

 接種していない  1285 67.1 
 わからない  115 6.0 

定期的な通院 (ある)  974 50.9 
 
表 2 帯状疱疹とワクチンの知識 (N＝1914) 

 
                  

N      ％ 
「帯状疱疹」について   
「帯状疱疹」のことは、説明を読むまで知らなかった 
  198 10.3 
「帯状疱疹」のことは、知っていた  
  689 36.0 
「帯状疱疹」のことは知っており、「帯状疱疹ワクチン」があることを知っていた 
  868 45.4 
「帯状疱疹」のこと、「帯状疱疹ワクチン」があることを知っており、 
「帯状疱疹ワクチン」が 2 種類あることを知っていた 
  159 8.3 

 
表 3 支払い意思額の推計 

 MWTP 2.5% 97.5% 
接種の回数 -4270 -6290 -2251 
帯状疱疹の発症を予防する効果 (単位 10%) 4231 3800 4685 
PHN を予防する効果 (単位 10%) 4279 3607 4992 
効果が持続する期間 1359 958 1782 
接種後の副反応 (単位 10%) -790 -1126 -464 
                              MWTP：限界支払い意思額 単位：円  

 表 4 助成対象年齢  
生ワクチン 
（n=45）  

不活化ワクチン 
(n＝43) 

50 歳以上 38 38 
60 歳以上 1   
65 歳以上 5 4 
65 歳、70 歳 1 1 
               ＊2 種類助成の場合はそれぞれ集計した 
 

表 5 助成および広報の方法 
  N ％ 

助成方法 
  

クーポン配布による助成 5 10.2 
償還払いによる助成 28 57.1 
その他の助成方法 27 55.1    

対象者への周知方法 
  

個別通知 3 6.1 
集団通知 49 100.0 
その他の通知方法 5 10.2    

対象者への周知方法 
  

回覧板 6 12.2 
保健医療機関 9 18.4 
公共施設 2 4.1 
広報誌 46 93.9 
自治体ホームページ 43 87.8 
啓発イベント 0 - 
地域のテレビ 2 4.1 
テレビ 0 - 
新聞紙面 3 6.1 
SNS 0 - 
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その他 3 6.1    

医師への周知方法 
  

施設への案内 17 34.7 
情報提供のための会合開催 8 16.3 
医師会の会合 12 24.5 
その他 10 20.4    

保健師・看護師・介護士への周知方法 
  

施設への案内 8 16.3 
情報提供のための会合開催 6 12.2 
職能団体への案内 0 - 
その他 8 16.3 

      ＊各項目複数回答あり 
 

図 1 助成金の導入時期 
 

＊年度途中での導入を含む。開始時期不明の 1 自治体（生ワクチン）を除く  
不活化ワクチンは 2020 年 1 月発売  

 
 

 
図 2 助成額の分布 

 

＊推計値を含む。不活化ワクチンで複数回助成がある場合は加算した  
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